



The Effects of Child Allowance and Free Education in High School 




















データアーカイフ引から「東大社研・若年パネル調査 CJLPS-Y)wave 1-4， 2007-2010J， ['東大社研・
壮年パネル調査(JLPS-M)wave 1-4， 2007-2010J (東京大学社会科学研究所ノTネル調査プロジェクト〕
の伺票データの提供を受けた。

































(2) 高山・白石 (2010)も，高校の授業料無償化について，扶養者に子ども一人当たり年額で 18万4，000
円を支給すると仮定している。現実では無償化のための予算は機関補助金として教育サービスの供給者
に措置されるが，無償化の最終便益が扶養者に帰着していることを理由に挙げている。






























(5 ) 詳しくは，厚生労働省 (201)r国民生活等の混乱を回避するための平成2年度における子ども手当
の支給に関する法律の一部を改正する法律」を参照のこと。
































ウトプットが増加することを意味する O もう一つの効果は，資源希釈効果 (thecapital-dilution 
(8 ) 文部科学省 (2010)r平成21年度文部科学省白書」を参照。


































(13) 4年聞における詳細な変更は， Milligan (2005)の表lを参照されたい。
(14) ただし，その世帯が元々考えていた出生数には影響を与えずに政策が行なわれている期間に出産時期
をずらす，いわゆる出産のタイミングのみの変更に影響があった可能性も指摘している。また，アメリ
カの児童扶養世帯扶助制度 (Aidto Families with Dependent Children)の影響を分析している
Rosenzweig (1999)， Fairlie and London (1997)， Acs (1996)と結果を比較している。 Rosenzweig
(1999)は年齢が 14歳から 2歳までの女性を， Fairlie and London (1997)は子どもが最低一人はい




56 『明大商学論叢』第98巻第2号 ( 122) 
ると，子ども手当の支給対象となる子ども数は第3区分(191-225万円〉で 0.72人であり， 10 



































(18) 子ども手当または高校無償化の恩恵を受ける子ども l人がいる世帯では年間 18万円， 2人いる場合
は41万円， 3人以上では65万円の純増であるとの結果を示している。

































(Ul' U2• •••• UM) から構成される関数であるとする。
58 『明大商学論叢」第98巻第2号 ( 124) 
W = W[U1(X， Z)， .， UM(X， Z)J 










家計全体の消費量のみ観察される。すなわち， X; = :EXimが観察される消費量である。
つぎに，家計が厚生を最大化する際の予算制約は(2)で表され，各々の Zの生産関数は(3)で
示されるとする。













X;' = :EX:よ=g(ρ， Yl'…， YM) 
m 







Xi' = :E Xi;n = g(Pm， :EYm) 
m m 






(19) Thomas (1990)では， (5)式の棄却が他のモデルの受容を意味するわけではないが，他の有力なモ
デルがありその存在をうかがわせることができるという点で，この検定にはいくらか意味があるという
こと安述べている。
































60 「明大商学論叢』第98巻第2号 ( 126) 
表1 記述統計量
変数名 サンプルサイズ 平均 標準偏差 最小値 最大値
子どもへの高い教育機会 (0，1) 2794 0.7427 0.4372 。 l 
子どもへの高い教育機会 (4段階) 2794 2.9048 0.8485 4 
学校外教育 (0.1) 2794 0.4857 0.4999 。
学校外教育 (4段階) 2794 2.4306 0.9186 4 
2010年夕、ミー 2794 0.5000 0.5001 。
子どもダミー 2794 0.5934 0.4913 。
年齢 2794 34.4460 5.5899 21 44 
女性ダミー 2794 0.5490 0.4977 。
世帯所得 2794 687.5447 378.8942 。 2250 
短大・高専・専門学校ダミー 2794 0.3228 0.4676 。
大卒以上ダミー 2794 。.3908 0.4880 。
「どちらかといえばそう思うJを選択していることがうかがえる。次の 2行は，もうひとつの被
説明変数である， I一学校外教育」に関する数値である。データの整理を行なったことにより，











ビット推定またはロジット惟定が適切であると思われる。しかし， Puhani (2012) や Karaca-
Mandic， Nortnon， and Dowd (2012)が指摘するように，非線形の交差項の効巣として，推定
式における交差項の係数をそのまま解釈すべきでない。 Puhani(2012) はプロピットモデルに
おいて，その計算方法を提示している。そこで本稿では，被説明変数を「そう思うJ.Iどちらか
(20) 選択肢は以下のようになっている。1)年収なし.2)25万円未満， 3)50 万円くらい (25~75 万円未満).
4)100 万円くらい (75~150万円未満). 5)200万円くらい(150-250万円未満)， 6)300万円くらい
(250~350 万円未満)， 7)400 万円くらい (350~450 万円未満)， 8)500 万円くらい (450~600 力ー円未満)，
9)700 万円くらい (600~850 万円未満)， 10) 1川O方円くらL、(850-1，250万円未満)， 11) 1，500万円く
らい(l，250~1，750万円未i椅)， 12) 2，000万円くらい(1，750-2，250万円未満)， 13)丸250万円以上。
(21) 中退者は分析対象から除外している。




まず， Puhani (2012)の示した手法を紹介する。はじめに， トリートメント効果を以下のよ
うに定義する。










E[yOIT， G， XJ = 0(αT+sG+xe) 
E[y1IT， G， XJ = 0(αT+βG+r+xe) 
(7) 
( 8 ) 
ここではプロビットモデルを考えているので， 0 (・〉は標準正規分布の条件付き分布関数であ
る。ただし， (6)における潜在的な結果は観察できず，代わりに以下が観察できるとする。
y = IXyl+(1_I)XYo ( 9 ) 
(9)における IはT=lかっ G=lであるときに lをとり，それ以外なら Oをとる指示関数である。
これらから，推定する式は以下となる。
E[YIT， G， XJ =日(αT十sG+rTG十xe) (10) 
非線形の式を推計する場合は，線形と異なり， TGの係数である 7がトリートメント効果を表す
わけではない。トリートメント効果は以下の式で求められる。







しかし， Puhani (2012)が指摘するように， トリートメント効果の大きさはこれによって計算


































( 129) 子ども手当・高校無償化政策が親の教育投資の決定に与える影響 63 
表2difference-in-differencesモデルによる推計結果
子どもへの高い教育機会 学校外教育
プロピット JI国序プロピット プロピット 順序プロピット
(1) (2) (3) (4) 平均値
α -0.05408 -0.11891本 -0.04801 -0.07214 
(0.08516) (0.06765) (0.07615) (0.06304) 
β 0.09236 0.06107 -0.01192 0.09635 
(0.08370) (0.06593) (0.07444) (0.06153) 
年齢 0.03144端機場 0.02636仲* 0.02455*ホ栴 0.02025*** 34.4460 
(0.00549) (0.00425) (0.00501) (0.00410) 
女性ダミー 0.17554*** 0.09996*' 0.17181' •• 0.15605判瑚 0.5490 
(0.05652) (0.04405) (0.05084) (0.04250) 
世帯所得 0.00039噌*事 0.00037様車事 0.00038噂車事 0.00035*** 687.5450 
(0.00008) (0.00006) (0.00007) (0.00006) 
短大・高専・専門学校 0.43285判* 0.35191本** 0.10926* 0.06685 0.3228 
ダミー (0.06475) (0.05288) (0.06220) (0.05247) 
大卒以上ダミー 1.04403*" 0.93948機*事 0.32140事略称 0.26808*" 0.3908 
(0.07127) (0.05729) (0.06244) (0.05379) 
7 -0.01417 0.03944 0.13364 0.11235 
(0.10927) (0.08541) (0.09780) (0.08208) 
定数項 -1.29409料率 -1.40783判事
(0.19625) (0.18201) 
τ -0.00433 0.00397 0.05324 0.02102 
Pseudo R2 0.0933 0.0599 0.0279 0.0182 
サンプルサイズ 2794 


























(5) (6) 平均値 (7) (8) 平均値 (9) (10) 平均値
α -0.21363 -0.25897楊 0.12527 0.09689 0.12684 0.18426 
(0.17514) (0.14726) (0.14620) (0.12859) (0.13346) (0.09465) 
β 0.0:i117 0.0:1756 0.17055 0.15569 -0.02568 0.04157 
(0.15013) (0.12651) (0.13942) (0.11815) (0.15491) (0.10868) 
年齢 0.02895**議 0.02643叫本 35.9275 0.03605本本本 0.03034 *.本 34.7428 0.03060本*本 (l.()2204判* 33.1154 
(0.00935) (0.00750) (0.00986) (0.00827) (0.00972) (0.00683) 
女性ダミー 0.04634 0.06992 0.575 0.26110み牟本 0.23911 "象 0.718404 0.26156*' 0.03280 0.39011 
(0.09281) (0.07747) (0.09980) (0.08336) (0.10516) (0.0698]) 
世帯所得 0.00083'" 0.00066幡市* 608.156 0.00009 0.00026" 640.466 0.00032憎申 0.00028川柳 784.592 
(0.00015) (0.00011) (0.00014) (0.00013) (0.00013) (0‘00009) 
T 0.06956 0.13023 -0.12364 ーO岨11805 0.07994 。目09627
(0.20405) (0.17168) (0.18648) (日目15502) 0.13501 (0目13577)
定数項 -1.29901刊本 0.99187日本 0.13501 
(0.33842) (0.33398) (0.30806) 
τ 0.02752 0.02651 0.03757 -0.01340 0.01707 0.02633 
Pseudo R' 0.04320 0.02400 0.03360 0.02140 0.02880 0.01390 
サンプル
サイズ
800 902 1092 



























(11) (12) 平均値 (13) (14) 平均値 (15) 
α -0.09654 -0.16171 0.04237 0.03769 0.08624 
(0.17930) (0.13909) (0.14024) (0.12700) (0.10648) 
β 0.10295 0.10077 0.05561 0.15119 0.16071 
(0.15166) (0.1158:1) (0.13108) (0.11029) (0.11902) 
年齢 0.03353刊本 0.02395*** 35.9275 0.01771 * 0.01810叫 34.7428 0.02383叫*
(0.00950) (0.00726) (0.00904) (0目00795) (0.00803) 
女性ダミー 0.2782γ 日 0.20518**本 0.575 0.24652** 0.27806**本 0.718404 0.05128 
(0.09271) (0.07628) (0.09609) (0.07796) (0.07974) 
世帯所得 0.00058噂事* 0.00047*事本 608.156 0.00032** 0.00032車場事 640.466 0.00032*市市
(0.00014) (0.00011) (0.00013) (0.00012) (0.0'0009) 
T 0.11158 0.17106 0.00939 0.02674 0.28343事
(0.20728) (0.16515) (0.17482) (0.15272) (0.15353) 
定数項 -1.96658判事 -1.12567判権 ← 0.91139*** 
(0.35433) (0.31163) (0.26434) 
T 0.04373 0.02987 0.00375 0.00511 0.11260 
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